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林 政 審 議 会 議 事 録

１ 日時及び場所 平成１４年１２月１６日（月）

ＫＫＲホテル東京 孔雀の間

２ 開会及び閉会の時刻 １４：００～１５：４２

３ 出席者

委 員 佐々木会長 有馬委員 飯塚委員 井本委員 太田委員

小澤委員 海瀬委員 加倉井委員 加藤委員 久我委員

倉沢委員 栗原委員 木平委員 小林委員 瀬田委員

高木委員 田中宏尚委員 速水委員 松本委員 安原委員

吉田委員

幹 事 関係府省

林野庁

４ 議 題

議 事 （１）地球温暖化防止森林吸収源１０ヶ年対策（案）について
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５ 議事の内容

午後２時００分 開会

○佐藤林政課長 お待たせいたしました。予定の時間が参りましたので、ただいまから林

政審議会を開催させていただきます。

それでは、委員の方々の出席状況についてご報告いたします。本日は、委員30名中、現

在19名の方が出席されておられます。林政審議会令第６条第１項によりまして、当審議会

の定足数は過半数とされており、定足数を満たしておりますので本日の審議会は成立して

おります。

なお、今回より審議は公開されております。

それでは、会長、よろしくお願い申し上げます。

○佐々木会長 本日は、委員並びに各府省の幹事の皆様方におかれましては、年度末のご

多忙中のところご参集いただきまして、まことにありがとうございます。

それでは、まず、大島農林水産大臣からごあいさつをお願いしたいと思います。よろし

くお願いします。

○大島農林水産大臣 大島でございます。

佐々木会長をはじめ委員の先生方におかれましては、ご多忙のところ、林政審議会にご

出席を賜り、まことにありがとうございます。

御承知のように、森林は、木材の供給をはじめ、国土の保全、水源のかん養等の多面的

機能を有しており、豊かで安全な国民生活の基礎・基盤をなすものでございます。この国

民共有の財産であります森林を将来にわたって健全に育成し、次代に引き継ぐことが我々

に課せられた責務でございます。

加えて、森林は、二酸化炭素の吸収や木材資源の供給を通じた循環型社会の形成など、

地球温暖化の防止に大きな役割を果たしており、このことが、京都議定書の下で、明確に

位置づけられておるところでございます。

このような中で、我が国は、今後、温室効果ガスの削減目標６％のうち、 3.9％を森林

の適正な整備・保全の実施による森林吸収量により確保することとしており、政府全体と

してこの目標の達成に取り組んでいく必要がございます。

しかしながら、我が国の森林林業を取り巻く情勢につきましては、林業経営の採算性の

悪化による林業生産活動の停滞等により、森林の有する機能の発揮に支障を生ずることが
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懸念される状況となっており、仮に、現状程度の森林整備水準で推移した場合は、確保で

きる吸収量は目標を大幅に下回るおそれがあります。

このため、我が省といたしましては、地球温暖化対策推進大綱に則しまして「地球温暖

化防止森林吸収源10カ年対策」を策定し、国際社会における責任ある一員として、我が国

が森林整備の強化等を通じた地球温暖化防止の取り組みを着実に進めていく上での指針と

するとともに、これに基づく所要の対策に全力を挙げて取り組んでまいります。本年の補

正予算、また、来年度の予算編成等におきましても、全力で努力していく所存でございま

す。

本日は、森林吸収源10カ年対策の案についてお諮りし、ご審議をいただくこととしてお

りますが、忌憚のないご意見を賜りますよう心からお願い申し上げます。

最後に、佐々木会長をはじめ委員の先生方には、これまでも数々の貴重なご提言をいた

だきましたことに改めて感謝申し上げますとともに、今後の林政の推進に当たりましてご

支援をいただきますよう心からお願い申し上げて、ごあいさつとさせていただきます。よ

ろしくお願いいたします。

○佐々木会長 大臣、どうもありがとうございました。

それでは、早速でございますが、議事に入らせていただきたいと思います。

本日は、地球温暖化防止森林吸収源10カ年対策に関するご審議をいただくことといたし

ております。それでは、大島農林水産大臣から、地球温暖化防止森林吸収源10カ年対策に

ついての諮問をお願いいたしたいと思います。

○大島農林水産大臣 どうかひとつよろしくお願いします （諮問文手交）。

○佐々木会長 どうもありがとうございました。大島大臣におかれましてはご公務につき

ご退席されますが、ご多忙中のところご出席を賜り本当にありがとうございました。

○大島農林水産大臣 どうぞよろしくお願い申し上げます。

○佐々木会長 それでは、ただいま大島大臣より諮問のありました「地球温暖化防止森林

吸収源の10カ年対策」につきまして、ご説明をお願いしたいと思います。

計画課長。

○梶谷計画課長 計画課長の梶谷です。よろしくお願いいたします。座って説明させてい

ただきたいと思います。

資料１、２、３、それから、参考がついておりますが、説明につきましては資料２で説
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明をさせていただきたいと思います。なお、資料１につきましては、これの概要を整理し

たペーパーになっております。

それでは、１ページ目 「地球温暖化防止森林吸収源10カ年対策（案 」ということで、、 ）

懇談会におきましても大体の枠組みについてはご説明してまいったところでありますが、

まず１ページ目の最初には、そういった枠組みの中の背景といったものを整理しておりま

す。

最初に 「気候変動に関する国際連合枠組条約 、これが1994年に発効したわけですが、、 」

この枠組条約に基づきまして、先進国の温室効果ガスの削減を法的拘束力を持つものとし

て約束する「京都議定書」が1997年に採択されたということです。

それから、次のパラグラフに参りますが、こうした中、京都議定書におきまして６％と

いうものを我が国は約束したわけですが、そのうち 3.9％、 1,300万炭素トンですが、こ

れを森林の吸収量により確保する、こういう点が「地球温暖化対策推進大綱」として14年

３月に決定されたものであります。こういうことが目標とされるとともに、2003年～2012

年までの10年間において10カ年対策を展開するということが大綱で位置づけられたこと、

こういうことを整理しております。

それから、４つ目のパラグラフですが、こういうことを踏まえまして、10カ年にわたり、

森林・林業基本計画の目標達成に必要な森林整備等を、ステップ・バイ・ステップの考え

方に基づきまして、総合的に実施するということによりまして 1,300万炭素トンの確保を

目指し、本対策を策定するということを整理をしております。

それでは、10カ年対策の中身といいますか考え方について入りたいと思います。

「基本的考え方｣､一番下の方に書いておりますけれども、京都議定書におきまして、森

林による二酸化炭素の吸収量の算入が認められたわけですが、その対象につきましては、

1990年以降、新たに造成された森林、それから、適切な森林経営が行われた森林に限ると

いうことにされているところであります。我が国の状況におきましては、新たな森林の造

成の可能性というのは極めて限られているということで、適切な森林経営を進める必要が

あるという点に触れております。

次のページ、２ページ目ですが、関係する定義等につきまして､「注」で整理しておりま

す。その中で、２つ目のポツですが､「適切な森林経営」とはということでありますが、国

際的に定義されているものは、鍵括弧で書いてありますが 「持続可能な方法で森林の生態、
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学的 (生物多様性を含む 、経済的、社会的機能を十分に発揮する管理と利用のための一連）

の行為」というふうになっております。こういうことを踏まえて、我が国の状況からどう

いうものが該当するかということで、次の①、②で整理されているということであります。

１つ目は「育成林 。これにつきましては、2010年時において1,160万haということが目」

標にされておりますが、これにつきまして適切な整備・保全を図るという点であります。

２つ目は「天然生林」でありますけれども、これにつきましては、法令等に基づき保護・

保全措置がとられている保安林、保護林、自然公園の特別地域等でありますが、これは今

後の保安林指定面積も踏まえまして 590万haとなるということになります。この２つを合

わせますと 1,750万ha、我が国 2,500万haの約７割に当たります。したがいまして、我が

国の森林の７割が「適切な森林経営」が行われていると位置づけられる必要があるという

ことであります。

次に(2)でありますけれども､こうした森林経営を進めるということは、何も地球温暖化

防止森林吸収源対策だけではなく、森林の持つ多面的機能の持続的発揮を図り、国民のさ

まざまなニーズを満たすとともに、木材利用を通じた循環型社会の構築に貢献し、そして、

山村地域の活性化というものに役立つ等、多くの意義を有するものという点に触れており

ます。

なお、昨年閣議決定されました森林・林業基本計画、これはこのような森林の多面的な

機能の持続的発揮を図る適切な森林経営、あるいは、森林資源を利用した循環型社会の構

築を目指して策定されたものでありまして、これに関する目標が定められておりますので、

この目標を達成することが、とりもなおさず適切な森林経営の確保というものにつながり

まして、このことによって 1,300万炭素トンの吸収量の確保が見込まれるということにつ

いて触れております。

こういうことを踏まえまして､(4)ですが、森林・林業基本計画に基づくとともに、地球

温暖化対策推進大綱におきましてステップ・バイ・ステップのアプローチをとり、第２ス

テップ、第３ステップの前年に評価を行って、必要に応じて施策を見直すということにな

っておりますので、森林分野に関しましてもこういうことを踏まえた評価と見直しを行っ

て、健全な森林の整備、保安林等の適切な管理・保全、木材及び木質バイオマス利用、国

民参加の森づくり、この４点を基本として推進するとともに、吸収量の報告・検証のため

の体制の強化を行うための対策を強力に推進するということとしております。
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次のページ、３ページ目ですが､(5)ですが、地球温暖化対策の推進ということは、政府

全体として取り組む課題であります。これは大臣が先ほど触れたとおりであります。そう

いうことで、政府全体として取り組むという中で、将来の安定的な財源の確保に向け、温

暖化対策税等の新たな税財源措置等についていろいろな角度から検討がされるということ

になっておりますので、こういうことも踏まえながら対応をしていくこととするとしてい

るところであります。

、 、次に 「10カ年対策の目標」であります。先ほど申し上げました４つの点に関しまして

次のように取り組んでいきたいという目標を掲げております。

１つは 「健全な森林の整備」であります。これは育成林全体約1,160万haにつきまして、

健全な森林整備を展開すると、その場合、基本計画である全国森林計画に基づきまして地

域森林計画というものが策定されておりますので、これら計画に掲げられております数値

目標に基づきまして適切な整備を行うということを考えております。

次に、「保安林等の適切な管理・保全等の推進」ですが、これは先ほど申し上げました

590 万haというものにつきまして、例えば水源のかん養など保安林等の指定目的に応じた

機能が持続的に確保されるといったことに配慮しながら、良好な管理・保全等の実現を目

指すということを目標にしたいと思っております。

それから､｢木材及び木質バイオマス利用の推進」ですが、多面的機能発揮のために森林

整備を行うということになりますと、そこから供給される地域材が出てまいります。これ

ら地域材につきまして、住宅や公共部門等における利用を促進するということ、もう１つ

は、地域の特性に応じた林地残材、製材工場残材等の木質バイオマスの利用を促進すると

いうことを考えておるところであります。

それから､｢国民参加の森林づくり等の推進」の関係ですが、森林・林業に対する国民の

理解と森林吸収源対策への支援意識の醸成を図るために、広範な国民の直接参加による森

林の整備・保全活動、森林環境教育を推進するということを考えておるところであります。

次に 「対策の内容」です。、

「対策の実施に当たっての展開方向」ですが、次のページ、４ページです。基本的な考

え方ですが、まず１つ目は、民有林と国有林を通じ、山村と都市との連携を図り、国、地

方公共団体、事業体及び国民が一体となって、森林整備の必要性等について理解を共有し

参画する取組として展開するという点。
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２つ目は、関係省庁との連携を図り、林業・木材産業の構造改革を推進し、コスト縮減

等を図るということ、こういうことを通じまして、最大限の効果の確保を図るということ

としているところであります。

それから、温室効果ガスの排出の抑制等のため政府自らが率先して実行するということ

の意義は高いということで、政府の実行計画というものがつくられるということになって

おります。そういう中で、特に国が管理しております国有林野におきましても、その健全

な森林の整備、適切な管理・保全、こういうものを積極的に行うとともに、木材利用等の

推進も国全体として進めるということとしたいというふうに思っております。

それから､(2)に整理してありますが、対策の具体的な取組は、ステップ・バイ・ステッ

プのアプローチということで考えております。政府全体による地球温暖化対策推進大綱に

おきましてもステップ・バイ・ステップのアプローチをとるということにしているところ

でありますので、森林分野につきましても第１ステップ、第２ステップ、第３ステップに

分けて対策を行っていきたいと思っております。

まず第１ステップにおきましては、各地域における効果的な森林吸収源対策の展開に向

けた行動計画の策定、それから、既往の対策のみではなかなか整備・保全が進んでいない

箇所の解消に向けた整備手法の強化、それから、この整備を担う担い手の確保、こういっ

た体制整備に直ちに着手するということを考えております。

それから、第２ステップでありますが、第１ステップにおけます対策の進捗状況等を踏

まえて、目標達成に必要な追加的な施策を含めた森林整備の強化を図るということを考え

ております。

第３ステップにつきましては、これは約束期間に当たりますので、第２ステップまでの

対策展開の成果を踏まえて、目標の達成に万全を期するということで、施策の着実な推進

に努めたいということで考えております。

さらに、森林吸収量にかかる報告・検証体制につきましては、2007年にその体制につい

て報告をするということになっておりますので、第２ステップまでの間にその整備を図り、

第３ステップにおいて適切な報告を行うということとしているところであります。

次に 「具体的対策」であります。、

まず､｢健全な森林の整備」でありますけれども、先ほど申し上げたように、まず行動計

画の策定でありますが、各地域において地方公共団体、林業関係者、ＮＰＯ等、幅広い関
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係者の参画のもとに作成をしたいというふうに考えております。それから、そういう行動

計画に従いまして、育成複層林施業、長伐期施業等による多様な森林の整備、それから、

生態系の再生等の取組を推進するというふうに考えております。

次のページ、５ページ目に行きますが、ここでは、間伐の実施、次のポツで、林齢の高

い人工林の適切な密度管理、育成複層林施業等、二酸化炭素を長期にわたって固定し得る

森林づくりの推進、次のポツで、広葉樹林の保育、整備、あるいは針広混交林化、こうい

うことを推進するという点を書いております。

それから、流域保全上重要な奥地水源林におけます森林の整備、あるいは、未立木地の

解消を図るとともに、荒廃した里山林の再生、耕作放置地等への植林、保育というものを

推進したいというふうに考えております。

こうした整備に不可欠な路網でありますけれども、これにつきましては、効果的な路網

の組合せによる低コスト化、自然環境の保全に十分配慮した整備を推進していきたいとい

うふうに考えております。

それから、森林所有者による施業、経営が十分に行われていない森林につきましては、

意欲ある担い手への施業、経営の委託の積極的な推進、それから、所有者等の自助努力で

はなかなか整備が進みがたい森林につきましては、公的主体による整備というものを推進

していくこと。

それから、森林整備を支える山村地域の活性化という観点から、緊急雇用対策事業を活

用して、ＵＪＩターン者をはじめ各地域の森林整備を担う森林・林業の担い手を確保する

という、いわゆる「緑の雇用」の対策を推進していくというふうにしております。

次に､｢保安林等の適切な管理・保全等の推進」ですが、森林の荒廃を防止するという観

点から、治山施設の効率的かつ効果的な整備に取り組むとともに、保安林制度の適切な運

用によりまして保全対策の実施を進めるということとしております。

その中身ですが、１つ目としては、保安林の計画的な指定、保護林制度による保全・管

理の実施というものを考えるとともに、次のページですが、荒廃した保安林あるいは崩壊

の防止するための治山施設の整備、奥地水源地域における荒廃地の復旧整備というものを

推進すること、さらには、松くい虫被害に対する松林保全対策をはじめ、森林病害虫等の

適切な防除を推進するという点、それから、自然公園等におけます巡視の実施など適切な

保全管理、こういうことを実施したいというふうに考えております。
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それから､｢木材・木質バイオマス利用の推進」ですが、木材利用に関する国民への普及

啓発、木材産業の構造改革、住宅・公共部門等への木材の利用拡大、木質資源利用の多角

化、こういうことを進めていきたいというふうに思っております。

特にその中で２つ目のポツにありますように、品質・性能の明確な木材を低コストで安

定的に供給し得る体制の構築、こういうことを進めることによって住宅・公共部門におけ

る木材利用を促進すること。それから、５つ目ですけれども、林地残材、製材工場残材等

を活用したバイオマスエネルギー利用施設の整備を推進する、こういうことを考えている

ところであります。

「国民参加の森林づくり等の推進」につきましては、森林吸収源対策への直接参加、支

援意識の醸成のために、イベント等を通じた普及啓発、主体的かつ継続的な森林ボランテ

ィア活動、森林環境教育等を通じまして、幅広い国民の理解と参画を促進したいというふ

うに考えております。その場合、７ページ目ですけれども、地域住民のみならず、ＮＰＯ

等の多様な主体の参加と連携ということを考えていきたいと思っております。さらには、

総合的な学習の時間等の利用、あるいは、学校林等の活用によりまして森林環境教育、青

少年等による作業体験等を積極的に推進していきたいというふうに思っております。

最後に､｢吸収量の報告・検証体制の強化」でありますが、2007年に予定されております

吸収量の算定・報告体制にかかる条約事務局の審査に向けまして、必要な森林資源情報

の収集システムの整備等を進め、報告・検証体制を強化するということにしております。

まず、これにつきましては、吸収量報告に不可欠な森林簿情報の精度の検証・向上、各

地域における吸収量情報を国として整理し、報告するためのデータ収集システムの構築と

いうことを考えております。

それから、森林の動態変化につきましては、モニタリングの充実、活用を図るという点

と、施業が行われた森林の位置を地図情報として管理できる森林ＧＩＳの導入を進めてい

きたいと思っております。

そのほか、森林土壌中の炭素変化量に関する調査、我が国における森林経営による二酸

化炭素吸収量の算定手法の開発、こういったことを進めていきたいというふうに思ってお

ります。

続きまして資料３でになりますが、推進プログラムでございますが、ステップ・バイ・

ステップ・アプローチの考え方について整理したものであります。
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１ページ目の一番上の欄、第１ステップ、2003年～2004年、第２ステップ、2005年～

2007年、第３ステップ――これは第１約束期間になりますが、2008年～2012年というふう

になっておりますが、基本的な考え方といたしまして、第１ステップにおきましては推進

体制の整備ということに全力を挙げていきたいと思っております。このためには、行動計

画の策定、担い手の育成・確保等の施策を実施していきたいというふうに考えております。

次に第２ステップですが、これは約束期間において所要の水準等を確保するための追加

的対策の実施というふうな考え方で対応をしていきたいと思います。第１ステップにおけ

ます進捗状況を踏まえて、必要な追加的対策・施策を進めて、第１約束期間前に、目標の

達成に必要な諸条件の確保が図れるよう、対策の展開を図るということで、第２ステップ

におきまして必要な整備が確保されるよう、追加的な対策を実施していくということにし

ております。なお、この第２ステップに関連いたしましては、いわゆる温暖化対策税とい

うものが検討されているということもありますので、そういうものを踏まえた対応になる

というふうに考えております。

第３ステップにつきましては、これは約束期間ということで、森林整備、保全等の着実

な推進ということで、第１ステップ、第２ステップにおける対策展開の成果を踏まえて、

目標の達成に万全を期すということで推進を図っていくということとしてございます。

２枚目以下は、分野別のステップ・バイ・ステップのアプローチについて整理したもの

であります。内容につきましては、先ほどの案本体の方でカバーされていると思いますの

で、ここでは省略させていただきたいと思います。

以上、10カ年対策の案についてご説明申し上げました。

○佐々木会長 どうもありがとうございました。

それでは、今ご説明のありました「地球温暖化防止森林吸収源10カ年対策」につきまし

て委員の皆様方のご意見を伺いたいと思いますが、今２つのペーパーについてご説明をい

ただきましたけれども、まず２の件についてご意見をいただきたいと思いますが。

この前の懇談会におきまして一通りのご説明を受けておりますので、全体的に、どこで

も結構でございますので、ご質問をいただければと思いますが、いかがでしょうか。

どうぞ。

○小澤委員 全体論的な話になるのですけれども、今のご説明を聞いておりまして、この

10カ年対策が世の中に出ていきますと国民の森林に対する関心がより高まってくると思い
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ます。今回の温暖化対策で、森林の機能に対する相当の期待がありますし、また、この10

カ年対策もそういう期待に沿って立てられているわけでありますけれども、その期待が高

まり関心が高まるということは、同時に、国民の自主的な参加と協力が欠かせないという

ことでございますから、そのような対応ができるかどうかということに私はちょっと関心

を持ってお聞きしておるわけでありますけれども。

そうしますと、この基本的考え方とかこの目標、これはその方向を示すものとして非常

に整理がされてきているなという感じは抱いているんです。私が今申し上げたいのは、さ

らにその対策の内容なのですけれども、これもかなり、いろいろ、このステップ・バイ・

ステップとか具体的対策ということで整理されているのですけれども、国民の参加と協力

ということになりますとこの具体策というのはより具体的である方がより効果があると、

ですからこれをどこまで具体化するかということを論議、より一層の動きがあってもいい

のではないかと私は実は考えています。

例えば、緑の雇用というのは非常に社会に１つの希望を与えているのですけれども、こ

の緑の雇用を推進するというだけではやはり具体策としてはまだちょっと弱いのではない

かと、これを推進するために、例えば各地域の受入れ体制をどうするのかとか、もっと踏

み込んだ議論が必要かなというふうに思います。これを今１つ１つ言うわけにはいきませ

んけれども。

それから、地域住民とＮＰＯ等の多様な主体の参加と連携、これもこれだけではなかな

か具体策としてはまだ足りないかなという感じがするんですね。つまり、こういう人たち

に参加して連携してもらう、これはどうやってやるんですかということになります。それ

から、参加するとなると、その活動空間も必要なのですけれども、それをどういうふうに

して提供していくのだろうかとか、いろいろまだ私はあるのではないかと思っております

ので。

かなり具体的にはここで書かれているのですけれども、この辺につきまして、より具体

的な取組指針となるようなものを、要するに、この事業内容をより一層具体的に表現して

いく方が効果が上がるのではないかなという気持ちがしておりますので、この点について

申し上げたいと思います。

○佐々木会長 何か今のお答えというか、いろいろな細かい点はいっぱいやっておられる

のだろうと思いますけれども、実例か何か１つございましたら。



- 12 -

○梶谷計画課長 確かにもう少し具体的に書いた方がいいという考え方もあると思います。

ただ、これから対策をスタートしていく上で我々が考えておりますのは、最初に、まず地

域における行動計画をつくっていただこうというふうに思っております。その中で、ＮＰ

Ｏ、地域住民、すべて入った形で計画を策定していただいて、１つ目は地域における整備

すべき具体的箇所を明らかにする、２つ目に、それをどう整備するかという手法、これも

含めた計画にしていただきたいと思っております。

この中でよりその地域に応じた具体的な対応というのが出てくるというふうに思ってお

りますが、内容については、もう少し書き込めるところがあれば、今後、予算等の状況も

関係してくると思いますので、そういうのも踏まえて対応はしていきたいというふうには

思っております。

○佐々木会長 今のところ林業に関してはＮＰＯだとかＮＧＯだとか結構いろいろな団体

が各地に出てきていろいろな活動をなさっているわけですから、それをまとめていくとい

うことも１つあると思いますけれども。

私から１つ質問したいのですけれども、本当はいけないのかもしれないけれども。この

「基本的考え方」で、一番最初に、1990年以降に何らかの処置をした森林が必要であると

いうことはよくわかったのですけれども、現在いろいろと議論になっている国際間のＣＤ

Ｍあたりでは、どちらかというとベースラインを引くというような話も出てきていますね。

そういうことはここであってはならないと僕は思うのですけれども、その辺の議論がどう

いうふうになっているのか、それはないのでしょうか。

○梶谷計画課長 国内の森林吸収源対策につきましては、１つの定義はＣＯＰ７のときに

できまして、新たに造成した森林と森林経営については持続可能な方法で云々の一連の行

為という定義がありますが、この定義につきましてはこれ以上議論が深まるということは

ありません。そういう中で各国がどういう森林経営をやっているかということを前提に条

約事務局に吸収量の報告をするときに、我が国としてはこういう経営を、行っているとい

う事に基づき、これこれの吸収量をということを決めます。それで、果たしてこれが認め

られるかどうかは、まさにいかにデータを出すかによってかかわってくると思います。し

たがいまして、ＣＤＭのようにベースラインというのがあって、そこからどれだけ吸収が

起きたかということについては、いわゆる我が国が適用しようと思っている森林経営の中

ではそういうものはないというふうに認識しているところであります。
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○佐々木会長 ぜひともそういう議論をしていただきたいと思うのですけれども。

ほかに何か。

どうぞ。

○吉田委員 資料２のところの「基本的考え方」の(5)ですが､ここに、今後の財源対策と

して､｢温暖化対策税等の新たな税財源措置を含めた角度からの検討が必要」というふうに

書いてありますが、今これは非常に大事な課題だと思うのですが、現在の検討状況と今後

の見通しはどうなのかということと、あわせて、ここに「本体策の今後の評価・見直しに

当たっては、このことも踏まえて対応していくこととする」とありますが、さっきのご説

明で、資料３の方では第２段階のところで導入をするというようなお話もあったかと思う

のですが、そういうふうに理解してよろしいのかどうかということです。

○梶谷計画課長 まず検討状況ですけれども、本年の６月ですが、中央環境審議会におき

ますいわゆる温暖化対策税制専門委員会の中間報告の中で、一定の考え方が出されまして、

その中で特に温暖化対策税につきましては、第１ステップの状況を見つつ、必要があれば

第２ステップ早々できるだけ早い時期に導入したいということが書かれております。

その後、温暖化対策税の案につきまして具体化に向けた検討が行われているものと理解

しているのですが、最近の現状につきましては、経産省の関係のエネルギー特別会計の議

論がありまして、そっちの方の議論が主体に行われてきたのではないかというふうに思っ

ております。ですから、今後、積極的な議論が行われていくものと思っております。

それから、後段の方ですが、そういう税財源措置が出てくれば、基本的には温暖化対策

を進めるに当たって、その目標達成のためにはやはり相当の財源が要るということは事実

でありまして、そうすると、どこからその財源を持ってくるかということが重要になりま

すので、私どもとしましては、温暖化対策税の検討が急がれて、その中で森林の吸収源と

いうものもきちんと位置づけられるということが理想的であるというふうに考えておりま

すので、そういうことを期待しているところであります。この関連につきましては、環境

省とも協議会の下に幹事会というものを設けまして、議論をしていくということにしてい

るところであります。

○佐々木会長 小林委員、どうぞ。

○小林委員 森林のＣＯ 吸収問題につきましては、これはもう国家間というか国際的な2

取組だということは承知した上で申し上げたいのですが。
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現在、民間のほかの他産業では、いろいろな企業間で排出量取引というようなことが行

われるようになりつつ、体制がそうなりつつあるわけですが、森林、特に民有林で、自分

の所有する森林の吸収量について、これが取引の材料になるのではないかというようなこ

とを言わないとも限らない、その辺のところはどういうふうに対応というか、どういうふ

うに考えて整理しておくものなのかちょっとお聞きしたいのですけれども。

○梶谷計画課長 排出量取引と同じような形で森林の吸収量取引がやられるかどうかとい

うことだと思いますけれども。

まず頭の中に入れておかなければいけないのは、１つは、まず取引が成立するためには、

排出についてのキャップ制が引かれることが１点なのかなと思います。それと、仮にキャ

ップ制が引かれても、国内でそれを適用しようと思うと、排出削減をある企業はしたくな

いから日本の森林の吸収量で対応するということになりますと、全体の削減計画の６％と

いうものの中の 3.9％が吸収ですから、削減すべきところを吸収量でカバーすると削減を

さらにどこかでしなければならないということになる難しさはあると思います。ただ、森

林というものの整備ということを考えれば、先ほど財源の話をしましたけれども、財源的

な措置としての位置づけはあると思いますので、今後恐らく第１ステップの終わりぐらい

にはいろいろな議論がされると思いますので、そういう中でどういうようなやり方がある

のかということも含めて検討がなされ、あるいは我々としても検討をしていく話なのかな

というふうに思っております。

○佐々木会長 ほかにはよろしいでしょうか。

○木平委員 「吸収量の報告・検証体制の評価」という項目です。健全な森林が育てられ

ることによって、その成果というのは言うならば成長量、蓄積、伐採量、木材ということ

で、具体的な４つがあらわされていると思います。その具体的な量をいつもつかみ、そし

て公表するということが極めて具体的に重要なことだと思います。それで、そういう検証

体制を強化するために、この７ページの案の中では、データ収集システムをつくる、モニ

タリングの充実を図る、森林ＧＩＳの導入を図る、これは欠くことができないと思います。

そこで、これはつくるのではなくて、つくると同時に、これは一般に公表できるものだ

と思うのですけれども、公表する時期はいつごろかということを、内々でも結構ですから、

もうスケジュールの中に入れていく必要があるのではないかと思います。少なくともこの

第２ステップの期間のいずれかのときには外部に出せるようなレベルのものを用意しない
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といけないのではないかと、これは私の意見です。

○佐々木会長 まさに、最終的には、本当にしているかどうかということはやはり検証し

ないといけないということでございます。その辺はこれからも引き続きやっていただきた

いと思います。

ほかに何かご質問はございますか。

どうぞ、速水委員。

○速水委員 ２の方の４ページの「具体的な対策」の頭のところに、地方公共団体、林業

関係者、ＮＰＯなどがみんな参画してというふうに書かれているわけですが、今回のこの

いろいろな対策を読ませていただきますと、今までの新しい林政の方向のものをある意味

で少しずつ強化しながら書き出してきたというふうにとらえがちなのですが、例えば、森

林の経営者がこの温暖化対策に対してより一層積極的な森林管理を行っていくような誘導

策、あるいは、より一層積極的な森林管理を行えばどこかで評価されていくというふうな、

べったりとしたボトムアップ型の対策とともに、そういう優位性というか積極性を持つ対

策というふうなものが、ここですよというのが余り見受けられないような気がするんです

ね。

民間の他の産業界では、今のお話のように、ＣＤＭを目指したような形で排出量を減ら

すとか、努力が各企業で行われるようになってきているわけですが、林業の場合、これは

減らすのではなくて吸収させるわけですからなかなか難しいのかなと思うのですけれども、

私有林側から、あるいは民有林と言った方がいいのかもしれませんが、市町村有林含めて

の対策として、より一層努力をすればというこのところは何か出てこないのかなと。ある

いは、ここには、ここを読んでください、ありますよというのがあればお聞かせいただき

たいと思います。

○梶谷計画課長 私有林のことは明確には書いていないのですが、基本的には、すべて公

的にやるということにはならないと思いますので、私有林の整備によるということは非常

に大きいというふうに思っています。

その場合、総合的に考えていかなければならないと思っていますのは、利用とか担い手

とかそういうところも含めた対応が必要であります。そういう意味で、この対策全体は、

木材関係の利用の促進も含めて書かれておりますし、それから、担い手問題では先ほど申

し上げました緑の雇用の関係を書き込んでおります。それから、どうしても所有者ではな
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かなか難しいという点につきましては、公的整備を進めるという表現も書き込んでおりま

す。

それから、具体的な対応になると思うのですが、例えば広葉樹の導入でありますとか長

伐期等につきましては、これを進めるとだけ書いてありますけれども、実際には、予算要

求の中で具体的なインセンティブになるような条件の改定等も考えておりますので、そう

いうのを含め総合的にやることによって私有林に対するインセンティブ的なものを与える

といいますか、そういうものを含めまして対応していくということでありますので、私有

林を全く無視しているものではないという点についてご理解をいただきたいと思います。

○佐々木会長 どうぞ、太田委員。

○太田委員 ３点コメントをさせていただきたいと思います。

まず最初は木平委員も言われましたデータの問題ですけれども、これは温暖化そのもの

の話ですが、森林そのものの経営にとっても当然ですがデータというのは非常に重要です

ので、このデータの──ここには３項目書いてありますけれども、せっかくですので、全

部一体でかなり広い視野でぜひ初めてもらいたいというふうに思っております。それが１

点でございます。

もう１つは、４ページになりますけれども、国有林について政府が行うということのく

だりで政府のことが書いてありますけれども、温暖化の防止というのは政府こぞってやっ

ているわけで、他省庁も木材を使うというような意向が出てきているのではないかと思う

んですね。そういうものについて彼らの使いやすいような体制をとるなり、あるいはさら

に使ってもらうというようなことをやはりこの項では、補言だけではなくて、政府自体が

使いたいと言っているはずですので、他省庁にも対応できるというようなことを書いたら

いいのではないかなという気がするわけです。

３番目は解釈の問題ですが、実は３ページの10カ年対策の目標の３番のところでござい

ますけれども、いつもこの文章を読みますと､｢望ましい森林の整備を通じて供給される地

域材について」というようなことなのですけれども、多面的機能の中には木材そのものの

味また資源の循環利用林として入っているので、この中に木材そのもの、つまり、木材生

産をかなり行っても多面的機能を発揮できる地域というのがあるわけですね、そういう部

門のところについては、木材生産そのものもこの中に入っているという読み方をしたいの

ですけれども、この文章はいつも何かそのあたりが、多面的機能の整備に入っているとは
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思うのですが、むしろ公益的機能の整備から出てくるというような感じに読めてしまって。

これは私の解釈かもしれませんけれども、そんなことで、さらに長期的に考えますと、ぜ

ひ木材を使ってもらうという話、これは吸収の話よりさらに長期の話になりますが、木材

をもっと使ってもらうことが温暖化にプラスになるというところが全体にちょっと弱いの

ではないかなという気がいたします。

３点コメントですが、よろしくお願いします。

○佐々木会長 非常に難しいところですね。

○梶谷計画課長 データについては、ご指摘のとおり、今後対応をしていきたいと思いま

す。

それから、国有林の関係でこれを整理した部分につきましては、木材利用というのは政

府自らやるという部分で国有林とは切り離して書いたつもりです。

それから、木材そのものが温暖化対策になるということが欠けているのではないかとい

う点ですが、この書き方だと、整備から出てくる木材というふうに整理していますが、

我々の頭としては、整備が行われれば木材が出てきているし、木材が利用されなければま

た整備が進まないということで考えておりますので、そういう点につきましては修正につ

いても考えてみたいと思います。

○佐々木会長 基本計画等で、循環利用林とか、いろいろとそういう言葉はありますよね。

要するに生産林も入っているわけですから、その辺のところは言われたとおりに直ると思

います。

どうぞ。

○高木委員 こういう適切な整備・保全をしていくために雇用労働力が中心になっている

のですが、労働力に大変重視されていていいと思うのですけれども。

３点お伺いしたいのですけれども、こういう適切な整備・保全をやる上で年間どれぐら

いの必要労働であるというふうに算定されているのか。それが無理にしても、例えば地形

とかいろいろなことによって違うのでしょうけれども、例えば 100haあたりどれぐらいを

見込んで整備を考えられているとか、計算の基礎になるような何か資料・データというも

のをおやりになっているのかどうか、それが１点です。

２点目は、こういう担い手を確保するために適切な施策を展開するというふうにお書き

になっているわけですけれども、具体的にこうした担い手を育成するためにこれまでと違
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ってどんなことをお考えになっているのかということを２つ目にお聞きしたいと思います。

３つ目に、緑の雇用というのは大変いいと思うのですが、ただ、そのときに、これはト

ーンがついているからいいと思うのですけれども、現在の政府がおやりになっている緊急

雇用対策事業、こういうものを利用すると書いてありますが、現在のでいきますと、６カ

月期限付雇用とか、こういう少し長い目で見て労働力を確保する上では不十分なところも

あるので、そういうものをどう解明していくかということがないとここのところは難しい

のではないかと思うのですが、そのあたりはどういうふうにお考えになっているかという

こと。

その３点をお聞きしたいと思います。

○栗原委員 今のご意見に関連しましてよろしいですか。

ただいまのご意見と関連するので申し上げたいと思うのですけれども、実は私どもの山

林では緊急雇用対策で山に入ってもらって、大変きれいになって見違えるような山になっ

たということで地域の人たちは大変感謝をしているのですけれども、実はその指導者の人

たちが少ないんですね。それで、大勢の人たちを預かった場合に、いろいろなところへ行

きますと、本来の自分の仕事ができないで、その指導に当たっている時間ばかりで困った

もんだというような話が出てきます。

それと、先ほどお話が出ましたけれども、地元の人たちだと思いますけれども、半年間

ではちょっと仕事としてはできないから、やっとできるようになったと思うとまたいなく

なってしまうのではというそういう不安があって、非常に勤めているという人が少なくな

るのではないかということです。

ただ、私は、先日、研修で、全国からフリーターの方たちが集まって林業関係者の研修

会をやったのですけれども、そのときに、今までは30代か40代後半ぐらいの方が多かった

のですけれども、20代の方が非常に多くなってきたということは、やはり山に対する関心

が若い人たちに浸透してきたかなと思うので大変うれしく思ったのですけれども、また、

その人たちが非常に山に情熱を持っているので、やり方によっては大変いい施策になるの

ではないかと思っております。

以上です。

○佐々木会長 では、これについて。

○小西林政部長 林政部長でございます。
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まず、高木委員の、緊急雇用対策と緑の雇用との関係、それから、労働力の関係もござ

いますけれども、緊急雇用対策は13年度から始まりまして、13年度の実績で新規雇用者が

約 3,500人、14年度の計画では１万 1,500人の予定をいたしておりますが、都道府県にお

いて既に森林整備等に従事をし、これを本格的な雇用につなげるということで、今、スタ

ートしているわけでございます。

私どもは、この緑の雇用対策ということで、これをやはり本格的な雇用につなげていく

ということで、オン・ザ・ジョブ・トレーニング等を通じて、熟練した労働力を確保する

方向で、これを進めていきたいというふうに考えております。厚生労働省と連携していま

すが、厚生労働省の方としても、今は６カ月間という短期の雇用ですが、これを更新して

１年に延ばす、一定の要件を満たすものは延長していくというようなことで対策を強化し

ていくというふうに聞いております。

今後、こうしたものを通じて年間の労働力がどいうふうになるかということについては、

今、試算をしておりますけれども、高齢化が進んでおりますので、そういったものを補填

し、毎年平均して 5,000人ずつぐらいを目標にこういったＩターンやＵターン者を含めて

新規雇用を確保することによって、今、林業に専従的に従事している担い手を維持してい

き、そして、整備する面積も若干増えていきますので、そういった森林整備に必要な労働

力を確保していくということで今予定しているところでございます。

○倉沢委員 今回の問題は、一番最初は国際条約から始まっていると、そこから書き出し

ておられて、国際条約にはこういう条約があって、こういう問題に対処していかなければ

いけないというところから始まっているのですが、その割にはと言っては失礼なのですが、

全体を見まして、国際的な協力体制、特に技術協力的なものとか、情報交換も含めて、こ

れは先進国との交流もありますし、反対に発展途上国との交流もあるかと思いますが、そ

の分野が余りここに出ていないのでどのようにお考えかということ。

先ほどから問題になっております森林・林業の担い手の確保という点で、例えば、私は

たまたまインドネシアのことを専攻でやっているのですけれども、インドネシアでよく聞

かれるのは、日本とインドネシアの間にはＧ to Ｇで技術研修生という形で、実際にはオ

ン・ザ・ジョブ・トレーニングで多少労働めいたことにも従事してもらっているわけです

けれども、正規に何千名かの技術研修生を受け入れて各企業に配置しているというそうい

う制度がございますが、その制度の中で林業の部分はないのかというようなことをよく聞
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かれます。インドネシアは御存知のように森林が非常に広くて、その森林のイリーガルな

伐採の問題とか非常に難しい問題を抱えていて、森林保全の問題は日本からも学びたいと

いうふうにときどき聞くんですね。制度的にそういうことが可能なのかどうかは私にはわ

かりませんが、そういう海外からの、特に発展途上国からの技術研修生を受け入れつつ、

我が国の森林・林業の担い手の確保にもつながるというような方法が考えられないものだ

ろうかということをお聞きしたいのですが。

○小西林政部長 大変難しい問題かと思いますが、農業の場合も農業研修生というのを期

間を限って受け入れているわけでございますが、林業の場合、なかなか国内労働力の必要

性との関係で非常に難しい問題があるというふうに聞いております。

林業の場合外国人の状況が今どうなっているのかは手元にございませんので、また後ほ

どご報告をさせていただきたいと思いますが。

○佐々木会長 どうぞ、森林整備部長。

○辻森林整備部長 京都議定書という国際的な取組が発端になってこういう対策をとるこ

とになって、そういうことであればもう少し国際協力なりそういうものが入ってしかるべ

2きではないのかなというお話でございますけれども、これは、要は、国内の森林のＣＯ

の吸収源対策であるので、国内の森林をどうするかという点に限ってといいますか、その

点について10カ年対策を取りまとめようということでございます。

○倉沢委員 もちろん国内の問題だということは存じておりますが、その国内の問題をよ

り効果的に解決していくに際して、国際社会との連携とか情報の交換とか、そういったこ

とはやはり必要だと思うのですが、その点はどうお考えでしょうか。

○辻森林整備部長 確かに、言われるように、その部分はあろうかと思いますので、そこ

らあたりは少し書き込みたいと思います。

○佐々木会長 この問題は、一番最後に先ほどから問題になっていたモニタリングのあた

りで、これは国際間の協力がかなり進んでいますので、その辺も含めて考えるというのは

いいことだと思います。

井本委員、どうぞ。

○井本委員 先ほどから、国民参加の森林づくりということで、随分いろいろな雇用も含

めたご意見が上がっていたようなのですが、市民とか国民の立場としましては、ぜひイン

パクトのある形で、目に見えるような形で対策が動いていくと市民の賛同も得られるし、
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また、それに加わってくる方も多いのではないかと思います。そういう意味では、里山と

か、ごくごく近くの困っているスギ林とか、そういうところを最優先に手をつけていただ

くとか、何かそういった方向も含めて大きなインパクトを、めりはりをつけていただきた

いなということが考えられます。

それからもう１つ 「ＮＰＯ」という言葉が随分出てきますし 「青少年の」というよう、 、

な言葉も出てきますが、日本でＮＰＯと言うとどうしても無償のボランティアというイメ

ージがあるのですが、有償のＮＰＯ、現金はあげないけれども有償で２年なり３年なりの

トレーニングと雇用というか、若い人たちでちょうど就職のない人たちがこれから増えて

くることもあるかと思いますが、そういった有償のＮＰＯというものをもう少し考えても

いいのではないかと。アメリカの場合ですと、国内で 1,500万人がＮＰＯで働いている。

これは失業対策というよりも、人口がＮＰＯの方に移動しているというようなことがある

わけですね。日本でも、何かもう少し森林というような公益的なものに対しては、そうい

うものを考えてもいいのではないかなというふうに思いましたので、その辺はどういうふ

うに考えていらっしゃるか、あるいは、これからぜひ考えていただきたいということです。

○辻森林整備部長 国民参加の森づくり、あるいは、いろいろな関係者が集まってという

ところが先ほど小澤委員からも話があったわけでありまして、総論ではここに書いている

ようなことになるわけでございますけれども、先ほど計画課長が答えたように、地域で行

動計画をつくって、具体的な、この森林は整備が遅れている、あるいは管理が不十分な森

林をどういう形で手入れをしていくかと、あるいは、その実行主体をだれにしようか、あ

るいは、その予算をどういう形で確保しようか、こういったことを、地域の林業者だとか、

あるいは地方公共団体とか、ＮＰＯだとか、こういう方たちに入ってもらってそこで議論

をした方がむしろ自分らも参画をしているということになるだろうと思ってございます。

そういうことをぜひとも行動計画で取りまとめていきたいというふうに思ってございます。

○佐々木会長 どうもありがとうございました。

後段の方はいいですか。

○梶谷計画課長 ＮＰＯの有償というお話ですけれども、森林の分野の場合、所有者との

関係もありまして、実際は所有者が持ち出しをしているというような声も聞こえてまいり

ます。ただ、そういう面もあるので有償で受け入れるかどうかという問題が基本的にはあ

ると思います。ただ、それとは別に、ＮＰＯを含むボランティアに対しましては、一定量
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を支援していくという仕組みもありますので、そういうものも活用しながらボランティア、

ＮＰＯが自分たちで継続的にやっていけるようなことを考えていただければいいのではな

いかなと、そんなふうに思っております。この問題はまた課題として考えさせていただき

たいと思います。

○佐々木会長 どうぞ。

○速水委員 実は私は森林のボランティアのＮＰＯの理事をしておりまして、先日もその

会議をやりました。実はその少し前に、今ちょうど井本委員がおっしゃられたように、森

林の作業を請け負う森林作業ＮＰＯというのが実は岐阜県にございまして、そこに呼ばれ

て、ちょうどこの温暖化のＣＤＭの話なのですけれども、彼らは興味を持っておりまして、

余り金にはならないよという話をしてきたつもりなのですけれども、動いております。そ

れで、県から、あるいは地域からいろいろな森林作業を請負なりでやっておりまして、そ

うたくさんの給料はまだ取れていないのですけれども、食わしていくだけのものはもう既

にＮＰＯ法人として収入を得ているという形のものが存在しております。

つくるときからいろいろと相談に乗らせていただいていたのですが、それは、最初に私

が申し上げた、森林のボランティアのＮＰＯとは完全に目的が違うと。彼らは、森林で有

価できっちり作業をする人たちがいないから、自分たちはノンプロフィットでいいから有

価で請け負いながら積極的に人を集めて管理をしていこうという方針と、ボランティアで、

ただで――ただでというか、極めて安い値段で森林を管理していこうというのと、私は両

方と関係しながら見ていると、もうはっきりと体質が違うと。やはり、本当に有価でやっ

ていこうという若い非常に勉強熱心な連中の動きを見ていますと、井本委員が言われたよ

うに、１つの、具体的にあの辺をもう少し研究されて、それを今回の対策の中で動かせれ

ば新しい雇用の体系として非常におもしろいのではないかなという感触を持っております。

○佐々木会長 どうぞ。

○梶谷計画課長 その関連でちょっと言い忘れたのですけれども、いわゆる林野関係の事

業の中で、ＮＰＯが実施主体になってやれるような仕組みを今年度から導入しております

ので、そういうのも活用していただければ今おっしゃった部分にもつながっていくのでは

ないかというふうに思います。

○佐々木会長 どうぞ、加倉井委員。

○加倉井委員 ずっと最初から、どうも委員が言っていることは同じことを言っているよ
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うな気がしまして、それを私なりに整理してみますと、ここに書いてあること全部がすべ

て正しいし、いいことだし、ぜひやっていただきたいのだけれども、どうもインパクトが

ないんですね、これを読んでも、何もない。あえて言えば、緑の雇用というのはやはりイ

ンパクトがあるんです。だから、みんな聞くんですよ、こうやって。ＮＰＯも聞くんです、

だからみんなが。それから、税金もインパクトがあるから聞いているんですよ、みんなが。

ですから、それに対応するような資料なり何なりを出していただいた方がいいのではない

かと思って。これは注文です。

それは全体を言えなんて言いません。そんな、税金はまだ全然だめだし、財務省のいろ

いろがあるし、全体像を描けるわけはないのだけれども、萌芽は出ているわけでしょう、

各地に。例えば長野県の知事が何かしたとか、いろいろなことの萌芽が出ていて、だから

書いているわけでしょう。そういうものを書くとインパクトがあって、具体的なイメージ

が頭の中に出てくるからおもしろということになるけれども、このままですと、これは全

部正しいけれども、今までやってきたことの延長をやるんだなみたいなイメージになって

しまうから、これは例えば新聞、テレビに載らないですよ。だから、今までやってきたこ

とをやるのでは載りませんよね。

ですから、そうすると、部分を言います。部分で税金の話がおもしろいから――これは

税金ですけれども、私は、個人的に言うと、今これを出すべきではないと実は思っていま

すけれども。今、増税の話がいろいろ出ているときに、それに一緒にやっているようなイ

メージだったら……、全然、地球温暖化防止とは違うんだから。長い将来の話だし、これ

は森林が日本の１つの罪悪をどうやって償おうかという大きな話なので、それを一般論で、

国は金がなくて税金を上げようという話と一緒に出したら、そんなものは違うと思います

よ。損をすると思いますよ。もちろん私は賛成だけれども、出す時期というのはあると思

いますよ。下手したら潰れますよ、今出したら。そういうことは皆さんの方が専門家でよ

く御存知なのだから、ぜひその辺を考えてやっていただけないかと。

私の趣味で言えば、温暖化印みたいな、ここは特別にやるんだと――もちろんいろいろ

なことをやりますよ、当たり前ですが、ここだけは絶対にやるし、ここに重点を置くんだ

ということはやはり出すと、しかも具体的な例がわかるように、萌芽でも何でもいいから、

今見えていることを出すと。さっき林政部長がちょっとお話になったのでかなり具体的な

像も見えていますけれども。そういう出し方をしないと損をしてしまうじゃないですか、
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これは国民を味方にすればお金でも何でも出てくるけれども、国民に愛想をつかされたら

出てきませんよ。ですから、その辺をぜひ頑張っていただきたい。全体は、もう一度言い

ますが、賛成なんです。

それからもう１つ、地域の行動計画というのに非常に重きを置いていらっしゃるけれど

も、私は地域をよく知っているつもりなのですが、そんなにこれに期待できないのではな

いかと。いまや市町村役場に林業を知っている人がどれぐらいいるかとか、係りがあるか

ないか御存知ですか。昔あったけれども消えてしまったというところが山ほどあるんです

よ。そこが仮に無理に鉛筆を投げて書いたって、それに重きを置けますか。

それからもう１つ、もっと大きな言い方をすれば、計画経済ではないのだから、先ほど

速水さんがおっしゃったけれども、国有林というのは大きいからつい皆さんはそういう上

からのあれでやろうとするけれども、そうではなくて、民間がやることをどうやって助け

てやれるかというそういう時代だし、そういうのをうまく書かないと、計画経済や市場経

済、民間の人にどうやってやってもらえるかというそんな発想でやっていただかないとな

かなか難しいと思います。

内容は全部賛成ですが、ご注文だけ申し上げます。

○佐々木会長 これは後で公表のときに、いろいろな考え方があって、別冊だとか、いろ

いろな漫画本をつくるとかいろいろとできるのだろうと思いますけれども。

どうぞ。

○小澤委員 今の加倉井さんの話を聞いておって私も感じたのですけれども。

ここはどうなんでしょうか、４ページの最初の方に「林業、木材産業の構造改革」とい

うのがあるんですよね。これは、恐らく、国が主導されるのかな｡｢関係府省との連携」だ

とということが書いてある。この関係と――ただ、これも「コスト縮減等」という、この

例示がすごくすとーんとここで、もう少しこれは幅広いものではないかと思うんですね。

それからもう１つはこの行動計画なのですが、これは地域となっていますので、構造改

革があって行動計画があって、このつながりがちょっとはっきりしないんですよね、確か

に。ですから、この行動計画は何かアジェンダ10みたいなのができるのかどうかちょっと

わからないのですが、これは政府が関与するのかしないのかというのが実はちょっとあい

まいでして、だから、その辺はもう少しつながりを持っていないと政策としては少しやは

りインパクトが弱いかなという感じが今しているのですけれども、この辺はいかがでしょ
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うか。それが具体対策というふうにずっと一貫したストーリーが構成されないと迫力がな

くなるし、大体どういうふうに解釈したらいいのかなというのがちょっと出てきましたね、

今お話を聞いていると。

以上です。

○佐々木会長 どうぞ。

○梶谷計画課長 今のお話ですけれども、林業・木材産業の構造改革と地域でつくる行動

計画はちょっと違ったものであります。林業・木材産業の構造改革については、林業と木

材産業の体制をどういうふうにしていくかという観点になりますが、今考えております地

域の行動計画というのは森林整備にかかわるところについてでありまして、地域において、

放き地というのはどのようなところにあって、どのような手法をとって今後整備していく

か、あるいは優先分野をつけてどう整備していくか、そういうことを書いていただこうと

いうものであります。

それから、先ほど市町村の話が加倉井先生の方から出ましたけれども、これは、基本的

には、県につくってもらいたいと思います、特に出先単位のところでつくっていただきた

いと考えています。我々も市町村だけでつくるというのはなかなか難しいなというふうに

思っております。

それから、計画経済の話なのですが、できるだけそういうものにならないよう、いろい

ろな人たちの参加のもとにつくっていただこうというふうに考えているものであります。

それから、小澤先生の関係ですが、そういう意味で、この書き方で何か読みにくいとこ

ろがあるかもしれませんが、違った次元といいますか、そういうことを考えているところ

であります。

○佐々木会長 ほかに何か。

○海瀬委員 先ほどの加倉井委員さんの話とちょっと重複するのですけれども。

確かにこの対策をずっと読ませていただきますと、非常にわかりやすくて、すっと我々

は読めてしまうんです。ただ、これは我々林業といいますか、こういうふうな業界に携わ

っている者ですと背景を知っておりますからなるほどと簡単に読めてしまうのですけれど

も、それ以外の方が読みますと非常に軽くしか読めないと思うんですね、なるほど、なる

ほど、森林というのは 3.9％の吸収源を担っているんだというぐらいにしかならないと。

ですから、我々、例えば一般的に民間であるとすれば、現状のまま行ったら、これはとて
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もじゃないけれども 3.9なんてとんでもないということになっちゃうよと。具体的な数字

は挙げにくいと思うのですけれども、恐らく惨憺たるものだろうと思います。ですから、

そういう前提をまず置いて、危機感をあおった上で、したがってこういう対策をやらない

と大変なことになってしまうんですよというふうな趣旨のものがもう少し盛り込めたらい

いのではないかなと思います。

それからもう１点は非常に細かいことなのですけれども、これは私が以前からちょっと

こだわっているところなのですが、５ページ目の施業経営の委託の問題です、ちょうど真

ん中の方にありますけれども。これも確かに非常に重要なことで、我々も進めていこうと

しております。現実に私たちもやはりこういうことで委託をされるケースもあるわけです

が、ちょっと今引っかかっておりますのが所得税の森林計画特別控除の問題ですとか、そ

れから、これはもうしようがないと僕は言っているのですけれども、森林施業計画対象山

林の課税価額の云々という、相続税の５％の問題ですね。このあたりがこれをやってしま

うと適用対象外になるのではないでしょうかということで、混乱を起こしております。で

すから、裏づけをきちんとつくりながらひとつこのあたりの施策というものを出していた

だきたいと。特に各省庁間の連携ということをされているわけですから、ひとつ全当局と

の連携もとりながら、政府の総合対策として出せるような形にしていただきたいと、そう

願っております。よろしくお願いします。

○佐々木会長 有馬委員。

○有馬委員 今のお話にも若干関係いたしますけれども、６ページの「木材・木質バイオ

マスの利用促進」ということが出ておりますし、ここに書いてあることはもちろんごもっ

ともなことなのですが、私が一番気になりますのは、この全体が森林吸収源10カ年対策と

いうことできてあるので非常に触れにくいということもあるのかと思いますが、例えば

」 、「再生可能な資源である木材利用 、これは吸収源としてのことを考えているわけですが

現実に木材を使うというのは省エネルギー効果のところが大きいわけですね。他の材料に

替わって、木材でできることは木材でやった方がいいというのは大変大きいことです。こ

れは地球温暖化の根源にかかわる、エネルギーを使わないということで。そうすると、こ

れは具体的な意義の中に全部それが入っているのかどうかはわかりませんが、少々ここの

ところが余りにもちょっと遠慮しすぎているのではないかという感じがいたします。

それと、もう１つそれに関係しますけれども、例えば木材利用を促進するということ、
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これは当然住民の賛同を得るのが重要でもありますし、公共事業については他省庁との関

係だろうと思います。そこのところは、結局、実際に使うというのは他に任す、要するに、

そちらにお任せしているのか、それとも、それを積極的に支援するのかというのが、これ

がどちらなんだろうかというのがちょっとよくわからない、これがもうちょっとはっきり

出てくるといいのですが。例えば利用した人たちは省エネルギーをしたから削減効果で見

返りをいただくのか、あるいは、それを鼓舞をする何かをするのか、これは吸収源として

それでは見るのか、あるいは、それとも両方なのかというようなことがもうちょっと明確

に見えるといいのではないかなというような気がいたします。

特にこの木材利用の推進というのはほとんど他の分野ですね。林野で努力される公共事

業といったら、多分、そうたくさんあるわけではないでしょうし、 2,000万立方、 2,500

万立方、 500万立法という、この 500万立方ということを考えただけでもこれは大変な量

だと思いますし。そういうことを考えると、吸収源でやられる範囲内と、それから、他力

との連携でやられることのもうちょっと具体的なものがなされる、要するに、その分野が

どれぐらいになっているのかという、他の分野がどれぐらい期待しているのか、公共で例

えばある土木建設はこれぐらいだと、それに対して木材というものがどれぐらいあるから

よろしく頼むと、こういうふうに言われているのかどうか、このあたりがどうももう少し

はっきりしないと何か遠慮しがちに物事が書かれているように私には見えるんです。

そういう点で、先ほど言われたように、ちょっとインパクトが足りないなというのはそ

ういうところかなというように私の意見として申します。

○佐々木会長 いろいろとお伺いしておいた方がいいのかなと思います、これは答えられ

ないね。

ただ、最終的には、多分このほかにいろいろな広報用の冊子等もつくるのではないかと

私は期待しているのですけれども、そういうものの中にそれこそインパクトのあることを

いっぱい書いていった方がいいのかなというふうに、こういう政府の文章というのは淡々

とした方がいいかなとは思いますけれども。

どうぞ。

○久我委員 今、有馬先生がおっしゃったようなこととちょっと関連するのですけれども、

地球温暖化防止のためにはやはり森林の再生ということが必要になってきて、その森林の

再生のためには国産材が売れなかったらだめなんですよ。国産材は御承知のように大体２
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割しか使われていない。こういう状態で、北欧とか、あるいは北米とか、そういうところ

から外材が随分入ってきていると。それをある程度――止めるということではないのです

けれども、ある程度のセーフガード的なものを発効しなければ、幾ら森林の再生と申しま

してもできた木材が売れなければこれは実際には不可能と。この辺は我々木材産業に影響

しておるものですから。林野庁に特にお願いしたいところは、国産材が売れないじゃない

かと、いろいろと随分努力はしておりますけれども、それが売れていかない。問題は、売

れなければこういった森林のＣＯ の吸収ということはできないのではないかということ2

が言われておりますので、そういったことをもう少し。先ほど海瀬さんがおっしゃったよ

うなことなのですけれども、やはり山の木材をどう使っていくかということを少し検討し

なければ、これは基本的な問題だと思います。

○小西林政部長 木材の利用拡大、利用促進、そしてまた、そのために他省庁との連携、

それから、積極的に助成または支援をするということは大変大事なことでございます。先

ほどＣＯ の抑制効果という点からも木材の利用というのは大変効果があるということで2

ありますので、我々はそれも視野に置いて進めるという方針でございます。

今お話しになった外材輸入との関係でございますけれども、私ども国産材がどうやって

外材に対抗し利用促進を図れるかというのはいろいろな点から努力しているわけでござい

ますが、１つは技術開発がございます、もう１つは川上と川下の連携ということで、地域

材については顔の見える家づくり、山側と大工・工務店等のユーザーとの連携を強化して

いくと。これは今後さらに強めていく必要があるというふうに思います。

また、乾燥材等の生産体制を整備して合板あるいは集成材の生産振興を、これもやっと

芽が出てきた段階でございますので、私どもは国産材を使った合板あるいは集成材のシェ

アをどうやってこれから拡大していくかと、これはもう大変重要な課題だと思っておりま

す。

それから、会長がおっしゃったようなセーフガードという観点からすると、これはなか

なか、要件の問題、さらにＷＴＯの全体的な貿易の流れからして数量的な抑制というのは

無理かなという感じでおりますけれども、いずれにしても、先ほどの繰り返しになります

けれども、国産材をどうやって消費者あるいは住宅メーカー等のユーザーに使っていただ

けるかと、そのための国産材のよさというのを、実際のメリットを十分にＰＲしながら進

めていきたいというふうに思っております。
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○佐々木会長 ほかに何かございますでしょうか。

どうぞ。

○太田委員 二、三の委員の先生が今おっしゃったことは、私は舌足らずでしたけれども、

そのことを最初で扱ってほしいというところで言っているわけで、今回の10カ年対策は吸

収源対策ですから――これは、日本の森林は一遍蓄積が減ったわけですよね、人工林にし

ろ、一般のところにしろ、ですから増やすという対策のところで今これをやっているわけ

2で、ですから短期的なんですよね。ですから、短期的という部分については､まさにＣＯ

は全産業の問題なので、そこはやってもらいたいのだけれども、そこまでは短期的に、特

にこの10年、20年はこれでやれるということなんですね、それを打ち出す。

それからもう１つは、しかしそれはやはり限界があることなので長期的な戦略が必要。

その長期的な戦略というのは、有馬先生が言われたように、使う、あるいはそれが代替エ

ネルギー効果というふうなことになってくるわけで。ですから、私、個人的な感覚では、

この短期的なことよりも、さらに長期的なことでやっていかないと森林全体のこれからの

問題としてはカバーできないだろうというふうに思っておりますので、先ほどの加倉井委

員の話でするとすれば、今は我々の方が何とか頑張っているんだということを全産業界に

話をするといったようなこういう形、それと同時に、長期戦略の方もきちんと、ＰＲとい

うか、わかってもらうということが必要ではないかなというふうに思います。つけ足しで

ございます。

○佐々木会長 よろしゅうございますでしょうか。ほかに何かございますか。

どうぞ。

○新木企画課長 先ほど海瀬委員の方から、この５ページでございますか、森林所有者の

意欲ある担い手への施業、経営の委託の積極的な推進と税制との関連がございましたけれ

ども、今確認を急いでおりますが、施業計画の対象となりますれば、例の所得税の20％で

あるとか、そういうものが対象になると。

○海瀬委員 国税庁からは、森林施業計画を有する者となっているので、あなたが立てて

いなかったら、あなたは有していないんじゃないですかと。

○新木企画課長 これは大変失礼いたしました。

○海瀬委員 ですから、恐らく国税局と話はつけられているのだと思うのですけれども、

下に流れていない。
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○新木企画課長 わかりました。ちょっとその辺はもう一度確認いたしまして。大変失礼

いたしました。

○佐々木会長 ありがとうございました。

いろいろとご意見をいただきましたが、国民協力、ＮＰＯとかＮＧＯの活動空間だとか、

民有林の吸収量についてはインセンティブが必要ではないかとか、そういういろいろな問

題をいただきましたし、それから、他省庁との連携の部分に木材の需要を増やしていこう

というような話、それから、木材として使われるのは、単に炭酸ガスを吸収したものを使

っていくということではなくて、逆代替として非常に大きいと、鉄を使うより木材を使っ

た方が炭酸ガスの排出量は物すごく減るというようなことも含めて考えてほしいというよ

うな話もありましたし、いろいろと、労働力の問題等もありましたが、大体委員の方々の

ご意見は出尽くしたようでございますので、本日、農林水産大臣から諮問を受けました

「地球温暖化防止森林吸収源10カ年対策（案 」につきまして、いかがでしょうか､おおむ）

ね妥当ではないかというふうに思われますので、林政審議会として妥当である旨の報告を

してよろしゅうございますでしょうか。

〔 異議なし」の声あり〕「

○佐々木会長 それでは、一応異議なしということでございますので、案については基本

的には異存はないということですが、具体的な事業内容の表現ぶりを含めまして、字句の

修正等につきましては会長一任ということで近日中に私の方から農林水産大臣の答申する

ということにしたいのですが、皆様のご賛同は受けられますでしょうか。

〔 異議なし」の声あり〕「

○佐々木会長 それでは、そうさせていただきたいというふうに思います。

それでは、本日の議題は終了いたしました。以上をもちまして、本日の林政審議会を閉

会させていただきたいと思います。

委員の皆様には本当に熱心にご審議をいただきまして、ありがとうございました。

それでは、事務局に戻したいと思います。

○佐藤林政課長 事務局でございますが、明年１月５日をもちまして現在の林政審議会の

委員の方々の任期が参ります。

委員の改選に当たりましては、佐々木会長をはじめ、17名の方々がご退任される予定で

ございます。この場をお借りいたしまして、林野庁長官より、御礼のごあいさつをさせて
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いただきたいと存じます。

退任される委員の方々をご紹介させていただきます。

佐々木会長、井本委員、大國委員、大沢委員、小澤委員、加藤委員、久我委員、小林委

員、佐川委員、瀬田委員、田中宏尚委員、田中幸雄委員、田部井委員、速水委員、松本委

員、安原委員、吉田委員、以上の方々でございます。

それでは、長官からよろしくお願いいたします。

○加藤林野庁長官 本日は、地球温暖化防止森林吸収源10カ年対策に大変にご熱心なご議

論をいただきまして、本当にありがとうございました。

退任される皆様に対しまして、一言お礼のごあいさつをさせていただきたいと思います。

審議会のあり方につきまして、委員の人数であるとか、年齢であるとか、在任期間であ

るとか、省庁との関係であるとか、政府の考え方が示されたところでございまして、今回

はそれに基づきまして林政審議会を見直すということにいたしたところでございますので、

大変多くの方々が退任という形になったわけでございます。特に佐々木会長におかれまし

ては、平成６年３月から旧林政審議会の委員にご就任をいただき、平成10年８月から今日

まで会長の要職を務めていただいたわけでございまして、長きにわたりまして大変なご尽

力をいただたわけでございます。心からお礼を申し上げたいと思います。また、ほかの委

員の皆様方におかれましても、旧林政審議会や中央森林審議会から引き続き委員のご就任

をいただいた方もいらっしゃるわけでございまして、いろいろな場面でいろいろなご議論

をいただいたところでございます。このことにつきましても心からお礼を申し上げたいと

思います。

なお、今回、特に13年１月以降、新たな林政審という形で発足をしたわけでございます

が、発足時にはすぐに37年ぶりの林業基本法の改正という議論がございまして、そこから

取り組んでいただいたわけでございます。このことにつきましては、森林・林業基本法と

いう形で成立させていただいたところでございますし、すぐに森林・林業基本計画、全国

森林計画の見直し等々のお願いをしたところでございます。

これらにつきましても多大なご意見をいただいたところでございまして、我々といたし

ましては、皆様方の本日のご意見も含めて、今後とも林政の充実に努力をしてまいりたい

というふうに考えているところでございます。多大なご尽力を賜りましたことについて改

めて感謝を申し上げますとともに、今後とも一層のご支援、ご指導を賜りますようお願い
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申し上げまして、簡単でございますがお礼のごあいさつにさせていただきたいと思います。

本当にどうもありがとうございました。

○佐藤林政課長 それでは、退任される委員の皆様を代表いたしまして、佐々木会長から

一言ごあいさつをいただきたいと思います。

○佐々木会長 まず、私自身のことから話させていただきたいと思いますが。ここにお出

での委員の皆様方には、私の在任中すっかりお世話になりまして、ご協力をいただいて、

無事これまでやってこられましたことを感謝したいと思います。今回は17人の委員の皆さ

んも辞められるわけですけれども、残られた方々、これからも大切な林政の転換期でござ

いますので、よろしくお願いしたいというふうに思っております。

私がこの委員になりましてからかなりの年月でございますが、前会長の古橋委員のとき

に、まず国有林の改革案がございまして、そのとき以来、この森林基本計画等の非常に大

きな転換期でありまして、私の先輩であります林政学の先生に私は捕まりまして、あると

き廊下で聞かれたのですが、佐々木、おまえ、林野庁ができてから３回大転換があったん

だと、一番最初は明治時代で、それから、国有林と御料林の統一が言われました、それか

ら、今回ので３回だと、その３回のうちの最後の一番の大きな転換期におまえはいるのだ

けれども、そのことに理解があるのかというふうに言われましたけれども。

本当にそういう意味で私たちはこの委員の先生方のご協力で、この大転換期、いわゆる

国有林が国民の森林になりつつあるという大転換期だと僕は思っていますけれども、その

ときにこういうふうなことになったということで、皆さんと一緒にやってこれたことに非

常に感謝いたしております。殊にきょうの議論はまさに、国だけではなくて、全世界とい

うか、地球の生物圏をいかに守っていくかという大きな視点から見ないといけないと思う

ので、これから残られた委員の方々にはよろしくご議論願いたいというふうに思いますし、

まだ林野庁にはほかの問題も山積みにしているのではないかというふうに思いますが、た

だ、転換期が来たという意味で、いろいろなことに新しい改革が必要なんだというふうに

思っております。

そういうことで、これから林野庁の方々も、それから、残られる委員の先生方も、よろ

しくお願いしたいというふうに思います。

本当にありがとうございました。

○佐藤林政課長 どうもありがとうございました。
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それでは、皆様方におかれましては、ご多用中にもかかわらず、長時間にわたりまして

ご審議をどうもありがとうございました。

以上で林政審議会を終わります。

午後３時４２分 閉会


